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道内景気は東日本大震災以降、一部に持ち直しの動きもみられるが観光客の大幅な減少や

個人消費の低迷により、厳しい状況が続いている。

需要面をみると、輸出はマレーシア・韓国・香港などアジア向けを中心に増加している。

住宅投資は、持ち直している。公共投資は、国および地方公共団体の予算の制約から減少し

ている。生産活動は、下げ止まりの動きとなっている。雇用情勢は、有効求人倍率、新規求

人数ともに改善している。企業倒産は、負債総額は減少しているものの、件数は増加してい

る。
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道内経済の動き

①個人消費～弱い動き

４月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲１．３％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲２．４％）は、主力の衣料

品は前年を上回ったが、飲食料品、身の回り

品、その他品目が前年を下回った。スーパー

（同▲０．９％）は、衣料品、その他品目が前年

を上回ったが、主力の飲食料品、身の回り品

が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．５％）

は５ヶ月連続で前年を上回った。

②住宅投資～２ヶ月ぶりに増加

４月の新設住宅着工戸数は、２，６７６戸（前

年比＋５．１％）と２ヶ月ぶりに前年を上回っ

た。利用関係別では、貸家（同▲１８．９％）は

前年を下回ったが、持家（同＋１３．０％）、分

譲（同＋１２３．２％）は前年を上回った。

１～４月累計では、８，５８３戸（前年同期比

＋１４．２％）と前年を上回って推移している。

利用関係別では、貸家（同▲８．８％）は前年

を下回ったが、持家（同＋２１．５％）、分譲

（同＋１４５．３％）は前年を上回った。
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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③鉱工業生産～生産は２ヶ月連続の低下

４月の鉱工業生産指数は、前月比＋２．３％

と２ヶ月ぶりに上昇したが、前年比は

▲０．２％と２ヶ月連続して低下した。

業種別では、東日本大震災の影響による代

替生産などにより、前年に比べ食料品工業や

パルプ・紙・紙加工品工業などが上昇した。

一方、電気機械工業や輸送機械工業などは低

下した。

④公共投資～２ヶ月ぶりに減少

４月の公共工事請負金額は、１，１８２億円

（前年比▲１４．４％）と２ヶ月ぶりに前年を下

回った。

発注者別では、国（前年比▲２１．８％）、道

（同▲３３．５％）、市町村（同▲６．９％）いずれ

も前年を下回った。

１～４月累計では、請負金額２，８１２億円

（前年同期比＋４．６％）と前年を上回ってい

る。

⑤雇用情勢～持ち直しの動き

４月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．４０倍となり、前月比では０．０４ポイント低

下、前年比では０．０５ポイント上昇した。前年

比は１５ヶ月連続の上昇となった。新規求人数

は、前年比９．５％の増加となり１５ヶ月連続し

て前年を上回った。業種別では、医療・福祉

（前年比＋２２．４％）や卸・小売業（同

＋１４．９％）、サービス業（同＋１５．６％）など

が増加した。

― ２ ―

道内経済の動き
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⑥来道客数～９ヶ月連続で前年を下回る

４月の来道客数は、５６２千人（前年比

▲２５．３％）と９ヶ月連続して前年を下回っ

た。東日本大震災により、道外や海外からの

観光客が北海道旅行の取り止めなどにより、

大幅に減少している。

１～４月累計では２，８１３千人（前年同期比

▲１４．１％）と前年を下回った。

⑦貿易動向～輸出は２ヶ月連続の増加

４月の道内貿易額は、輸出が前年比１１．１％

増の３２５億円、輸入が同１９．７％増の１，３３６億円

となった。

輸出は、一般機械や化学製品などが減少し

たが、鉄鋼や自動車の部分品、船舶などが増

加し２ヶ月連続で前年を上回った。

輸入は、原油・粗油や石油製品、ウッドチ

ップなどが増加し１６ヶ月連続で前年を上回っ

た。

⑧倒産動向～件数は増加傾向

５月の企業倒産は、件数は３７件（前年比

＋５．７％）、負債総額は１２８億円（同▲１４．７％）

となった。件数は５ヶ月連続で前年を上回

り、負債総額は２ヶ月連続で前年を下回っ

た。

業種別では、建設業１１件、サービス・他７

件、製造業、卸売業各５件などとなった。

― ３ ―

道内経済の動き
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食クラスター活動について
その２ ノーステック財団の紹介

経営のアドバイス

前号の北海道経済連合会石川氏による「食クラスター活動について」に引き続き、食クラス

ター活動におけるノーステック財団の役割をご紹介します。活動のご紹介を通して、少しでも

ノーステック財団について関心を持っていただき、具体的なご相談を持ちかけていただければ、

幸いです。

１．財団の概要

ノーステック財団は、科学技術と産業の振興を目的とする非営利組織です。４月１日からは、

国の公益法人制度改革に伴い、所管である北海道庁より認定をいただき、『公益財団法人』に移

行いたしました。

財団の概要を下図に示します。最大の特長は「研究開発から事業化までの一貫した支援」を活

動理念とすることです。例えば、食クラスター活動においては、食品の機能性に関する研究の支

援もすれば、開発した食品の販売促進のお手伝いもします。お客様は、大学・研究機関の研究者

もいれば、企業の経営者や現場担当者もいます。

ノーステック財団の概要

名称 公益財団法人北海道科学技術総合振興センター

略称：ノーステック財団（NOASTEC）

基本財産 ４，５５３百万円（平成２２年３月３１日現在）

役員数 １３名（うち常勤４名）（平成２３年４月現在）

職員数 ５４名（平成２３年４月現在）

事業内容

①基礎的・先導的研究への支援事業

②実用化・事業化へ向けた支援事業

③ネットワーク形成に向けた支援事業

④産学官連携推進事業

組織（右図）

ホームページ http : //www.noastec.jp/

クラスター統括部・新プロジェクト室長 山中 芳朗
ノーステック財団
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経営のアドバイス

― ５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年７月号

２．食クラスターにおける具体的な活動

前号の石川氏の報告にもあるように、食クラスター連携協議体で受けている提案プロジェクト

１６８件のうち、ノーステック財団が推進している案件の数は５４件。ノーステック財団は、食クラ

スター活動の『実働部隊』だということをご理解いただけると思います。では、具体的に何をし

ているのでしょうか。

１つめは、専門家によるアドバイスです。多いパターンはしかるべき機関や企業へのつなぎで

す。例えば前号で石川氏が紹介していたヨーグルトペーストの販路拡大の件。食品流通に精通し

た商社出身の専門家にアドバイスをお願いしたところ、「ケーキ屋に食材を卸しているS商社を

紹介する」という一発回答でした。現在、S社において取り扱いを検討していただいておりま

す。また、別の食材について、生産をしていただく企業を紹介していただきたいというある研究

機関の要望に対しては、「地元企業を熟知しているキーマンに聞いてみる」という回答の後、数

日後には熱意のある食品メーカーO社を探してきました。現在、O社と研究機関と交渉に入って

おります。ノーステック財団は単に専門家を紹介したというだけの役割ですが、こういったタイ

プの案件には○○という専門家が向くという組み合わせのシステムが財団内に徐々にできつつあ

ります。事業化の実務的なアドバイスについては、『クラスター事業部』が主に担当していま

す。大学・研究機関のご紹介は『クラスター研究部』が得意としています。

２つめは、プロジェクトの組み立てで

す。お客様からのご相談の中には、ワンポ

イント・アドバイスでは対応できない複合

的な課題が潜んでいるものがあります。前

号でご紹介されていたチーズ工房の案件が

その典型でした。道内にある８０もの小規模

なチーズ工房は、それぞれ販売網の拡大や

長期熟成のしくみについて悩みを抱えてい

ます。しかしよく見れば工房に共通した課

題です。そこで、ノーステック財団では工

房同士の共同作業を進めるプロジェクトを

提案し、音頭をとりました（右図）。チー

ズ小売業の専門家に複数の工房で作った

チーズを一挙に診断していただき、現在新

たな販路の準備に入っています。研究開発

段階のプロジェクトの組み立ては『クラス

ター研究部』に、事業化段階のプロジェク

ト推進は『クラスター事業部』が担当して

おります。この２つの部署はそれぞれ独自 図 チーズ工房の共同プロジェクト
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図 ニーズ調査をした道総研シーズ（５品種）

の補助金制度を有していますので、プロジェクトの加速化が可能です。

３つめは、事業化に向けての裏付けとなる調査です。例えば、北海道総合研究機構では、下図

にあるような素晴らしい品種が開発されていますが、なかなか市場には定着せず、生産農家のご

協力も得にくい状況にありました。そもそもじゃがいもや豆に対してどのようなニーズがあるの

か、ニーズにもとづきどのようにプロモーションするか、さらにはこれらの品種にどのような加

工技術や鮮度保持技術が求められているのか、という疑問に答えるために、ノーステックでは、

ある企業と連携し、道外大都市圏の飲食店のニーズを調査しました。まだ生産量が少ないので、

サンプルを飲食店に提供できなかったにも関わらず、「試してみたい」「こういったメニューに使

えないか」という要望やアイデアが出されました。こういったことから、今年度は北海道出身の

シェフを組織化し、一般飲食店向けの「新品種と従来品種の食べくらべ」「調理セミナー」「レシピ

コンテスト」などのプロモーション活動を構想しています。こういった企画には、流通業・食品

メーカーの方や生産農家・生産団体の方にも参加していただき、新品種の定着化の輪を広げたい

と考えています。

４つめは、政策や「しくみ」についての提言・提案です。例えば、食クラスター提案プロジェ

クトには様々な熟度、規模のものが混在しています。これらの案件の課題に対して迅速に体系的

に解決するために、①専門家によるプロジェクトの熟度別区分け、および問題点とその解決法の

整理、②支援機関・研究機関等のコーディネートによるプロジェクトの組み立て、③プロジェク

トチーム方式によるプロジェクトの段階的育成、④プロジェクトの段階に応じた研究開発資金獲

得、の４つの手順による進め方について食クラスター連携協議体事務局に提案しました。研究開

発資金の獲得の具体的なツールとして、行政の資金マップを次ページに示します。プロジェクト

の段階と主役が誰であるかによって、目標とする制度が明らかになるわけです。こういった「し

くみ」や、拠点整備（例えば遺伝子レベルの食品効能メカニズムを探求する食品研究拠点の整

備）や大型プロジェクトの立案については、『クラスター統括部』にご相談下さい。
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図 行政の研究資金マップ

５つめの業務は、行政、経済団体、大学・研究機関、産業支援機関などとの連携です。上記に

掲げた事例はすべて北海道経済産業局からの受託事業「食関連産業強化事業」によって推進する

ことができた案件です。また、大型プロジェクトの実現には、行政や経済団体のご協力を得て、

活動を進めています。挑戦的なプロジェクトを進める際には、ノーステック財団の産学官のネッ

トワークを活用していただきたいと思います。特に、北大の北キャンパスにおける北大・道総

研・道経連・道庁・札幌市などの産学官ネットワーク活動は、『産学官連携推進部』で積極的に

進めておりますので、ご相談下さい。今年度のメインテーマは「食と医の連携」です。

３．ご相談窓口

食クラスターの事例をもとに、ノーステック財団の活動を簡単にご紹介しました。ノーステッ

ク財団では、食分野以外の産業や研究分野も扱っています。個別企業のプロジェクトだけでな

く、業界全体の課題解決や産地形成などの地域づくりも支援しております。

ノーステック財団には北洋銀行からの出向者が２名在籍しております。もし、財団にご興味を

お持ちになりましたらご連絡お願いいたします（電話０１１－７０８－６５２６）。ご相談いただきました

案件につきましては、個別に対応させていただきます。よろしくお願いいたします。
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道内たらこ業界について

レポート

はじめに

みなさんは魚卵というと何を連想しますか。いくら・筋子・かずのこ・たらこ・とびっこ・ぶ
りこ・キャビア・ししゃものこ・かれいのこ・まだらのこ・からすみ…などなどありますが、世
界中で日本のように魚卵を食料とする食文化を持つ国は多くはありません。農林水産省の統計に
よると、全国で魚卵の加工品として最も多く生産されているのは、たらこ（辛子めんたいこを含
む）とのことです。ごはんのおかずとして、酒の肴として好まれているたらこについて、北海道
の取扱い状況を調査しました。

１．たらこの概要

たらこ（鱈子）とは、タラの卵巣の塩漬けのことです。水産加工品としては、「塩蔵品」に分
類されます。辛子めんたいこは、たらこの二次加工品として「その他の食用加工品」に分類され

すけとうだら すけそう

ます。広義にはマダラ（真鱈）等の卵巣も含みますが、一般的にはすけとうだら（助党鱈・助宗
だら こ あ

鱈など）の卵巣を指します。マダラの卵巣は、『たらの子和え』として北海道や東北地方などで
は郷土料理として食されています。本レポートでは、たらこ＝すけとうだらの卵巣の塩漬け、と
して記述します。なお、原料となるすけとうだらの卵巣を以降「すけこ」として記述します。
すけこは、アメリカ（アラスカ）・ロシアからの輸入物が９０％以上を占めています。日本周辺で
のすけとうだらの生息は、北は北海道から南は日本海側が山口県、太平洋側が房総半島付近と日
本近海に広く分布します。ただし、現在は資源回復のため漁獲制限がされています。
たらこの流通形態は、国産（近海もの）は漁業者から加工業者へ渡り、（半）製品化されて市
場（産地・消費地）経由で流通されるものが多く、一方原料の大半を占める輸入物は、市場を経
由するものは一部であり、多くは加工業者から商社経由または直接、食品流通業者へ販売されて
います。

≪たらこ業界の特徴≫
１．原料は国産０．３万t、輸入もの４万tと９０％以上を輸入に依存しています。
２．単価（輸入・消費）は、下落傾向が続いています。
３．北海道の市場規模は１００億円、取扱数量は１万t程度と推定されます。

２．たらこの原料

（１）国産（すけこ）

①北海道の魚種別生産量

北海道の魚種別生産量は、ほたてがい・すけとうだら・さんま・ほっけ・さけ類の５魚種が上
位を占めています。すけとうだらは、北海道の生産量の１６％を占める主要な魚種となっていま
す。日本近海に広く生息していますが、生産量は北海道が９５％を占めています。すけこの生産量
は不明ですが、札幌中央卸売市場の取扱高、業界誌のデータなどから３千t程度と推定されま
す。
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②TAC（Total Allowable Catch）規制

すけとうだらは、TAC対象魚種として漁獲量が管理されています。TACとは、漁獲可能量のこ
とでTAC法（海洋生物資源の保存及び管理に関する法律）に基づき制定されています。この法律
は国連海洋法条約に基づくものであり、条約批准国には生物資源の保存・管理が義務付けられて
います。日本は、平成８年同条約に批准しました。
TAC規制の対象は、すけとうだらのほかに、さんま、まあじ、まいわし、まさば・ごまさば、
するめいか、ずわいがにの７魚種が指定されています。TACは毎年科学的な資源調査を実施の
上、漁業関係者の経営状況を加味して農林水産大臣により設定されます。平成１９年以降は採捕実
績がTACの９０％を超えるようになり、漁業関係者から増枠要望が出ています。しかしながら、平
成２２年度は若干増枠となりましたが、資源回復が進まない中でのTACの引き上げは難しい状況に
なっています。
すけとうだらの漁獲量は、平成元年までは１００万tを超えていましたが、その後急速に減少して

います。平成５年には４０万tを下回り、さらに平成１３年以降は２０万t程度で推移しています。漁獲
量減少の要因として資源の減少が危惧されたことから、平成５年には日本、韓国などがベーリン
グ公海での漁を自主的に停止しました。その後も資源の回復がみられないことから現在も同海域
でのすけとうだら漁の停止を継続しています。また、平成１１年以降は、資源管理型減船等により
日本海海域を主要な漁場とする沖合底引き漁船（大型船）を、昭和６１年の９０隻から平成１８年の１８
隻に削減するなど資源回復のための措置をとっています。

すけとうだら生産量の北海道シェア
資料：農林水産省「海面漁業生産統計調査」

北海道の魚種別生産量
資料：農林水産省「海面漁業生産統計調査」

すけとうだら漁獲可能量（TAC）および採捕実績
資料：水産庁
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平成２１年度「たらの卵」の輸入割当

道内事業者４社／計 ２，５３７t５０，１５６９８，３２６計

１社／２４t２，９６０６，０００先着順割当

４，２４４３０，０００海外水産開発割当

３，８００７，１８４漁業者割当

２社／２，０１３t１５，６４６２２，９４０需要者割当

９，５０６１８，２０２商社割当A２（追加実績割当）

１社／５００t１４，０００１４，０００商社割当A１（実績割当）

道内事業者の取扱数量（t）割当数量（t）限度数量（t）

＊経済産業省 「平成２１年１１月４日輸入発表第１２号」および
「平成２２年１１月２２日輸入割当証明書の発給受領者について」

（２）輸入（たらの卵）

①全国の輸入量

全国のたらの卵（冷凍・塩蔵）の輸入量は、
平成元年頃は２万t程度でしたが、その後増加
し平成７年には５．６万tになりました。平成８年
以降は一時期減少しましたが、平成１５年以降
は、概ね４万t前後の輸入量となっています。
平成２２年の取扱量は４．０万tとなり、そのうち
５８％の２．３万tは九州の税関で取扱いされていま
す。辛子明太子の全国生産量（年間約２．５万t）
のうち約８割（約２万t）は九州地方で生産されていますので、その原料として使用されています。

②IQ（輸入割当）品目

たら（すけとうだらを含む）の卵は、輸入貿易
管理令に基づくIQ品目として輸入数量が制限さ
れています。平成２２年度のたらの卵の割当限度数
量は９．８万tです。たらの卵はIQ品目ですが、表に
示す通り割当限度数量に対して実際の輸入割当数
量は５万tと限度枠の５１％程度、更に輸入実績は
４万tと限度枠の４１％程度となっています。
輸入割当は、確実に輸入手続きおよび代金決済
を行うことができる事業者に割当てられます。ま
た、次回の割当申請にあたっては、取得した輸入
割当数量の８０％以上の輸入実績が求められています。たらこの原料確保の観点からは上述の通
り、IQ品目と言っても実際の輸入数量は輸入限度数量を大きく下回っているため、輸入による
原料確保は可能な状況にあります。

冷凍・塩蔵たらの卵輸入量（全国）
資料：財務省「貿易統計」

冷凍・塩蔵たらの卵輸入（全国）
資料：財務省「貿易統計」
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③北海道の輸入取扱い

（Ａ）輸入量

北海道のたらの卵の輸入量は、平成元年以
降では平成５年の８．７千tをピークに漸減傾向
となり、平成１３年には２．７千tまで減少しまし
た。しかし平成１４年以降は再び増加傾向に転
じ、平成２２年には７．３千tと、全国取扱量の
１８％を占めています。平成１１年以降の減船等
により国産すけとうだらの漁獲量が減少した
ことなどから、供給量を確保するために輸入
量が増加したものと思われます。
地域（税関）別取扱量をみると、平成１３年
ころまでは、小樽と札幌で全体の６０～７０％程度を占めていましたが、平成１４年以降は徐々に小
樽・札幌の取扱量が減少し、石狩・釧路が全体の６０～７０％程度を占めるようになりました。

（Ｂ）輸入先

輸入先は、アメリカ（アラスカ）、ロシア
でほぼ１００％を占めています。平成１７年以降
はアメリカの取扱量が減少し、ロシアが増加
しています。ロシア漁船の機械設備も更新さ
れ、冷凍技術が向上したことなどから、アメ
リカ産との品質格差が縮小してロシア産の取
引量の増加につながっていると思われます。

（Ｃ）輸入平均単価（輸入金額÷輸入数量）

平成１１年以降の平均単価の推移をみると、
アメリカ産・ロシア産ともに低下傾向にあり
ます。平成２２年輸入平均単価はアメリカ産
８２４円／㎏（平成１１年対比△５４．９％）、ロシア
産７６０円／㎏（同△４８．４％）に低下していま
す。アメリカ産とロシア産の価格差は、平成
１１年以降最大３７％ありましたが、平成２２年に
は８％程度に縮小しています。
このため、道内の輸入平均単価は、平成１１
年の１，５５９円／㎏から平成２２年の７８１円／㎏
（同△５０％）へと大きく低下しています。

北海道のたらの卵輸入量（主要国別）
資料：財務省「貿易統計」

北海道のたらの卵輸入量（税関別）
資料：財務省「貿易統計」

たらの卵輸入平均単価（主要国別）
資料：財務省「貿易統計」
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３．生産・加工（たらこ）

（１）全国生産量

魚卵の生産量は減少傾向にあると思われます。平成１８年以降統計の表示方法が変更になったこ
とから、直近の内訳は不明ですが、水産加工品の分類別では、塩蔵品その他（魚卵ほか）は平成
１２年の５６千tから平成２１年の３３千tへ４０％減少しています。辛子めんたいこを含む、その他の調味
加工品は同期間で８５千tから７８千tへ７．７％減少しています。いくら・筋子の醤油漬けを含む、水
産物漬物は同期間で７０千tから６５千tへ６．７％減少しています。統計上把握できる平成１７年の生産
量は、たらこ（辛子めんたいこ含む）４３千t、いくら・筋子（醤油漬け含む）２１千t、かずのこ１０
千t、合計７４千tとなっています。
地域別生産量（平成１７年実績）では、北海道が、たらこ１１．７千t（シェア６１％）、いくら・筋子
（醤油漬けを含む）１４．８千t（同７０％）、かずのこ８．２千t（同８５％）で全国一となっています。辛
子めんたいこは、北海道は０．９千t（同４％）のみであり、福岡県が１６．５千tと約７割を生産して
います。

塩蔵品その他（魚卵等）の生産量（全国）
資料：農林水産省「水産加工品生産量（陸上加工）」＊H１８～内訳なし

平成１７年都道府県別の魚卵加工品生産量（ｔ）およびシェア
資料：農林水産省「水産物流通統計年報」

水産物漬物の生産量（全国）
資料：農林水産省「水産加工品生産量（陸上加工）」＊H１２，１８～内訳なし

その他の調味加工品（全国）
資料：農林水産省「水産加工品生産量（陸上加工）」＊H１８～内訳なし
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（２）全国主要消費地・産地の在庫推移

全国主要消費地１４都市および産地１９市町の
年平均在庫は平成１２年の１６千tから平成２０年
２８千tと８０％増加しています。たらこ・辛子
めんたいこの生産量が統計上把握できる平成
１７年までの推移をみると、生産量は平成１２年
４６千tから平成１７年４３千tへと５．８％減少して
います。一方で同期間の在庫は５５．８％増加し
ていることから、消費量が減少していること
が推定できます。

（３）北海道の生産量

全国同様、統計の表示方法が変更になった
ことから、直近のたらこ（辛子めんたいこを
含む）生産量は不明ですが、平成１７年実績で
は、たらこ１０．８千t、辛子めんたいこ０．９千
t、合計１１．７千tです。平成１８年以降は、全国
の塩蔵品生産量が減少傾向にあること、また
北海道のすけとうだらの漁獲量およびたらの
卵の輸入量の推移から、年間生産量は約１０千
t程度と推定されます。

（４）北海道の主要消費地（札幌市）・産地の在庫推移

札幌市および産地１０市町の年末（１２月）在
庫は、平成１５年の３．５千tから平成２０年６．１千t
へと７５％増加しています。
全国同様、生産量が統計上把握できる平成

１７年までの推移をみると、生産量は平成１５年
１０．９千tから平成１７年１１．７千tへ７．４％増加し
ています。一方で同期間の在庫は１８．９％増加
し、在庫回転期間が０．４ヶ月長期化している
ことから、消費が減少していることが推定で
きます。
平成１８年以降は、上記（３）の推計生産量
を使用して回転期間を算出すると、生産量が緩やかに減少している一方で、在庫が増加しており
消費量の減少が推定できます。しかし、平成２２年は、後述する家計調査を基にした推計消費量が
大幅に増加していることから、在庫は減少している可能性があります。

北海道のたらこ・すけそうこ生産量
資料：農林水産省「水産加工品生産量（陸上加工）」ただし、平成１８年以

降は、統計の表示方法変更となったことから、筆者による推計。

主要消費地・産地在庫推移（全国）
全国主要消費地１４都市、産地１９市町の在庫統計 資料：農林水産省「水産物流通統計年報」

北海道の主要消費地・産地在庫推移
主要消費地（札幌市）、産地１０市町の在庫統計 資料：農林水産省「水産物流通統計年報」
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レポート

― １４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年７月号

( )

( ) ( t) ( /100 )

H14 H22
+17.0%

23.6%

たらこ家計消費量・購入平均単価（全国）
資料：総務省統計局「家計調査」、北海道統計協会「北海道統計」＊市場規模（消費量）は資料を基に筆者作成。

たらこ家計消費・推定金額（全国）
資料：総務省統計局「家計調査」、北海道統計協会「北海道統計」＊市場規模（金額）は資料を基に筆者作成。

４．水産加工業者数、就業者数（従業員４人

以上の事業所）

全国の塩干・塩蔵品製造業の事業所数は、
平成１５年８３６か所から平成２０年７６９か所へと６７
か所（△８．０％）減少しています。また、従業
員数は平成１５年１６，４５６人から平成２０年１６，０９６
人へと３６０人（△２．２％）減少しています。
北海道の事業所数は平成１５年１９７か所から

平成２０年１４５か所へと５２か所（△２６．４％）、従
業員数は平成１５年６，２９７人から平成２０年５，６０８
人へと６８９人（△１０．９％）それぞれ減少して
います。全国の減少幅に比べ、いずれも大きく減少しています。

５．消費市場：消費市場は総務省統計局「家計調査」を基にしています。同調査はサンプル調査
のため、消費量・消費金額については、一世帯当たりの消費額と世帯数から推計した数値です。
（１）全国の市場規模

全国の市場規模は平成１４年の１，４５１億円から平成２２年１，２９６億円（平成１４年対比△１０．６％）へと
減少しています。消費数量は平成１４年の３４千tから平成２２年４０千t（同＋１７％）と増加しているの
に対して、購入平均単価は平成１４年の４２７円／１００gから平成２２年３２６円／１００g（同△２３．６％）へと
大きく低下したことが影響しています。

（２）北海道の市場規模

北海道の市場規模は平成１４年の７６億円から平成２２年１０１億円（平成１４年対比＋３２．９％）へと増
加しています。購入平均単価は平成１４年の３８０円／１００gから平成２２年２６１円／１００g（同△３１．３％）
へと全国平均以上に低下しましたが、消費数量は平成１４年の２．０千tから平成２２年３．９千t（同＋
９３．４％）へと大きく増加しました。基調としては、単価が下落する一方で消費数量が増加する傾
向になっています。

北海道の塩干・塩蔵品製造業（従業員４人以上の事業所）
資料：経済産業省「平成２０年工業統計表 細分類」
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H14 H22
+93.4%
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22 /7,392

3,000
22 3,711

22
3,884

21 9,776

６．たらこの流通経路

北海道のたらこの流通経路を簡略化して図示すると下記のようになります。
北海道では国産・輸入物合わせて約１万tのすけこを取扱い、そのうち約３割強を札幌中央卸

売市場で取扱いしています。生ものである国産原卵は、「塩たらこ」や「辛子めんたいこ」への
加工のため流通スピードが重要であり、生産者の資金回収も早い市場を通すことが多いと思われ
ます。一方、輸入物はすでに冷凍（一部塩蔵品）されていることから、加工のために流通を急ぐ
必要がないこと、また大口需要家の意向をあらかじめ受けて仕入を行うなど、輸入商社から加工
業者を経由して直接小売業者へ流通することが多いと思われます。輸入品の大半が冷凍すけこで
あることに着目してみると、平成２２年の北海道の輸入量７．３千tに対して、札幌中央卸売市場の冷
凍すけこ取扱量は０．９千tと輸入量に占めるシェアは１２．４％になっています。
また、北海道内の消費量は約４千tであることから、生産量の約６割は道外へ出荷されていま

す。なお、輸出は、たらの卵単独の統計はなく、魚の肝臓・卵およびしらこの合計で北海道の取
扱量は５０t程度と道内のたらこ生産量に比べて極めて少量になっています。

たらこ家計消費量・購入平均単価（北海道）
資料：総務省統計局「家計調査」、北海道統計協会「北海道統計」＊市場規模（消費量）は資料を基に筆者作成。

たらこ家計消費・推定金額（北海道）
資料：総務省統計局「家計調査」、北海道統計協会「北海道統計」＊市場規模（金額）は資料を基に筆者作成。
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― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年７月号

たらこ価格分布図
資料：各社HP、新聞チラシ、店頭価格調査により筆者作成

７．たらこ価格分布（単位：円／㎏）

たらこの商品価格は原産地（国産・アメリカ産・ロシア産）、製品区分（バラ子・切れ子・一
本物など）によって広く分布しています。国産物で概ね４，０００円（切れ子など）以上となってお
り、中でも一本物は８，０００円以上の高値のものがあります。アメリカ産は４，０００円程度、ロシア産
は３，０００円台と若干低価格商品になっています。

おわりに

かつて日本の漁船は、アメリカやロシア沿岸まで行ってすけとうだら漁を行っていました。し
かし２００海里問題や資源管理の問題などで操業できなくなり、アメリカやロシアからすけこを輸
入するようになりました。アメリカやロシアの漁船が行う、すけこの船上加工や冷凍には日本の
技術が活用されています。産地によって水揚げされるすけとうだらの魚体の大きさも異なります
ので、すけこの品質も変わります。原産地による食感の違いを比べてみてはいかがでしょうか。
また、辛子めんたいこと言えば九州が有名ですが、北海道でも製造していますので、塩たらこ
だけでなく、辛子めんたいこも原産地と加工地を確認してお気に入りの一品（道産品）を探して
みてはいかがでしょうか。

（伊東基寛）
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■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

経済産業省、北海道経済産業局資料

３．３p９８．２１．６p９０．８△１６．２p８２．７１．５p９８．７△１４．０p８３．５△０．２p９４．０４月
３．５r ９７．７１．９r ９０．４△１２．１r ８５．０△１．２r ９６．１△１３．１r ８２．７△１．１r ９１．９３月
６．９１０２．０△２．６r ８８．４３．６９９．５０．２r ９８．８２．９９７．９２．６r ９７．４２月
７．０１００．５△５．９r ８７．６３．２９６．３△２．０r ９５．９４．６９６．２１．９r ９６．９２３年 １月
３．８９６．７△３．０r ８９．７５．９９７．１△０．１r ９５．９５．９９６．２△０．１r ９３．３１２月
２．０９５．２△５．１r ８９．２８．７９５．９２．８r ９６．４７．０９３．９２．４r ９３．７１１月
３．９９６．８△３．５r ８９．４４．４９３．２△０．６r ９４．２５．０９２．４△０．９r ９０．６１０月
３．５９７．３△３．７r ９０．４１２．９９５．５４．５r ９５．９１２．１９３．７５．７r ９４．４９月
２．５９７．１△５．１r ８９．７１５．８９５．７６．３r ９６．５１５．５９４．５５．９r ９３．１８月
１．３９６．７△６．１r ８９．１１４．７９６．０５．４r ９５．９１４．６９４．６６．４r ９３．４７月
１．２９６．９△１０．０r ８８．５１７．６９６．０１４．３r ９９．５１６．６９４．３８．２r ９３．５６月

△０．９９６．３△１０．８r ８８．７２１．０９６．１１３．１r ９７．５２０．７９５．７７．９r ９３．０５月
△３．５９５．０△９．９r ８９．３２７．３９７．３１０．７r ９６．４２７．０９５．８９．４r ９３．３２２年 ４月
３．５r ９７．７１．９r ９０．４△２．６r ９３．６△１．０r ９６．９△２．５r ９２．３１．１r ９５．４２３年１～３月
３．８９６．７△３．０r ８９．７６．４９５．４０．７r ９５．５５．９９４．２０．５r ９２．５１０～１２月
３．５９７．３△３．７r ９０．４１４．４９５．７５．５r ９６．１１４．０９４．３６．１r ９３．６７～９月
１．２９６．９△１０．０r ８８．５２１．７９６．５１２．７r ９７．８２１．３９５．３８．５r ９３．３４～６月

△６．１９４．４△１１．４r ８８．７２６．９９５．８１１．３r ９８．１２８．０９４．６１２．５r ９４．４２２年１～３月
３．５r ９２．６１．９９２．５９．３９５．２４．１９６．５８．９r ９３．８３．９９３．６２２年度

△６．１８９．５△１１．４９０．８△８．３８７．１△５．６９２．７△８．８８６．１△６．２９０．１２１年度
△５．２９５．３△２．４１０２．５△１２．６９５．０△５．８９８．２△１２．７９４．４△７．８９６．１２０年度
１．９１００．５△０．３１０５．０３．２１０８．７△０．５１０４．２２．７１０８．１０．３１０４．２１９年度

前 年 同
月比（％）１７年＝１００前 年 同

月比（％）１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００前 年 同

月比（％）１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００前 年 同

月比（％）１７年＝１００

年月 全国北海道全国北海道全国北海道
在庫指数出荷指数生産指数

鉱工業指数

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

経済産業省、北海道経済産業局資料

△１．９p １０，５１０△０．９p ６０，７７１△１．８５，１４８△２．４p １６，８７０△１．９p １５，６５７△１．３p ７７，６４２４月
△３．０r １０，１１３０．８r ６１，７４６△１５．０５，００２△９．７１７，８２９△７．５r １５，１１５△２．０r ７９，５７５３月
０．４９，７５９０．５５４，３９８０．６４，７１０△１．４１５，９３６０．５１４，４６９０．０７０，３３４２月

△０．４１１，３８２△０．９５９，８９１△１．１６，０２４△５．６１９，０５７△０．７１７，４０６△２．２７８，９４８２３年 １月
△１．８１２，９５４△０．９７７，７３５△１．５７，８３９△３．９２５，５１５△１．７２０，７９３△１．７１０３，２５０１２月
０．５１０，６０８△１．７５８，３４８△０．４６，０２６△４．９１８，０４３０．１１６，６３４△２．５７６，３９０１１月
０．３１０，５７５０．９５９，３０００．６５，５５６△１．３１８，１７９０．４１６，１３１０．３７７，４７８１０月
０．１１０，２４００．５５６，０６１△５．０４，８５８△３．６１６，８５７△１．７１５，０９８△０．５７２，９１８９月

△１．３１１，１１０△１．５６１，２０８△３．０４，７４３△２．５１６，２８７△１．８１５，８５３△１．７７７，４９５８月
△１．２１１，００６△０．７６０，０５４△１．４６，５１３△１．５２０，２４２△１．３１７，５１９△０．９８０，２９６７月
△１．６１０，２７２０．３５５，１２６△５．７５，３６２△０．９１７，２７３△３．１１５，６３４０．０７２，３９９６月
△４．９１０，２９６△２．８５５，７０９△２．１５，３５９△０．５１７，４９６△３．９１５，６５６△２．３７３，２０５５月
△３．６１０，１９３△１．４５５，４９２△３．７５，２７６１．１１７，５１９△３．７１５，４６８△０．８７３，０１１２２年 ４月
△１．０r ３１，２５４０．１r １７６，０３５△５．５１５，７３６△５．８５２，８２３△２．６r ４６，９９０△１．４r ２２８，８５７２３年１～３月
△０．５３４，１３７△０．６１９５，３８２△０．６１９，４２１△３．４６１，７３６△０．５５３，５５８△１．３２５７，１１８１０～１２月
△０．８３２，３５６△０．６１７７，３２３△３．０１６，１１４△２．５５３，３８６△１．６４８，４７０△１．１２３０，７０９７～９月
△３．４３０，７６１△１．３１６６，３２６△３．８１５，９９７△０．１５２，２８８△３．５４６，７５８△１．０２１８，６１４４～６月
△４．９３０，１１８△２．７１６１，５９３△４．９１６，８８６△１．８５７，５００△４．９４７，００４△２．５２１９，０９３２２年１～３月
△１．４r １２８，５０９△０．６r ７１５，０６７△３．１６７，２６７△３．０２２０，２３３△２．０r １９５，７７６△１．２r ９３５，２９９２２年度
△５．１１２５，１３１△３．３６７４，７６９△８．６７０，５４４△４．６２４６，０８６△６．４１９５，６７５△３．６９２０，８５５２１年度
△２．５１２８，１４７△５．２６５０，４０４△６．７７８，４４２△６．５２８３，３１７△４．２２０６，５８９△５．６９３３，７２０２０年度
△１．１１２８，２３８△２．１６４５，０２２△０．８８４，２８７△３．５３０９，９４７△１．０２１２，５２５△２．６９５４，９７０１９年度

前 年 同
月比（％）億円前 年 同

月比（％）百万円前 年 同
月比（％）億円前 年 同

月比（％）百万円前 年 同
月比（％）億円前 年 同

月比（％）百万円

年月 全国北海道全国北海道全国北海道
スーパー百貨店大型店計

大型小売店販売額

主要経済指標（１）

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年７月号
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■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

日本経済新聞社日本銀行総務省経済産業省、北海道経済産業局資料

９，８５０８３．３５０．３９９．９１．３１００．４１．０６，６３０１．５３５，３８２４月
９，７５５８１．７９０．０９９．６０．８１００．１７．２７，１１６５．４３７，３０２３月
１０，６２４８２．５３０．０９９．３０．７９９．８５．９６，２６８４．７３３，３８４２月
１０，２３８８２．６３０．０９９．４０．６９９．７４．５６，６３８３．８３５，８２８２３年 １月
１０，２２９８３．４１０．０９９．６０．５９９．９２．８７，２６７１．８３９，６７４１２月
９，９３７８２．４８０．１９９．９０．４９９．７０．７６，６２００．０３５，６４７１１月
９，２０２８１．８７０．２１００．２０．４９９．９△６．０６，５１５△７．３３５，１１５１０月
９，３６９８４．３８△０．６９９．８０．０９９．６１２．２７，６１０１２．３４２，０１１９月
８，８２４８５．４７△０．９９９．５△０．３９９．１０．７７，４２７１．１４１，４５３８月
９，５３７８７．７２△０．９９９．２△０．３９８．９０．３７，３６３１．２３９，９４０７月
９，３８３９０．９２△０．７９９．７△０．１９９．６△１．４６，６９２１．４３７，４３８６月
９，７６９９１．７４△０．９９９．７△０．２９９．５△３．７６，７０３△３．０３６，１７２５月
１１，０５７９３．３８△１．２９９．６△１．０９９．１△３．９６，４３８△２．１３３，９８７２２年 ４月
９，７５５８２．３２０．０９９．４０．７９９．９５．９２０，０２２４．７１０６，５１４２３年１～３月
１０，２２９８２．５８０．１９９．９０．４９９．８△０．９２０，４０２△１．８１１０，４３６１０～１２月
９，３６９８５．８６△０．８９９．５△０．２９９．２４．２２２，４００４．７１２３，４０４７～９月
９，３８３９０．０１△０．９９９．７△０．４９９．４△３．０１９，８３３△１．２１０７，５９７４～６月
１１，０９０９０．６５△１．２９９．４△１．５９９．２△５．２１８，５０１△１．９９９，０６９２２年１～３月
９，７５５８５．６９△０．４９９．６０．１９９．６１．５８２，６５７１．６４４７，９５１２２年度
１１，０９０９２．８０△１．６１００．０△３．０９９．５△４．２７９，３８３△１．４４３０，９２２２１年度
８，１１０１００．４６１．１１０１．７１．４１０２．５５．４８０，５５６４．８４３０，６２４２０年度
１２，５２６１１４．２００．３１００．６０．６１０１．１△０．９７５，１６１△１．６４０８，２９２１９年度

円
月（期）末円／ドル前 年 同

月比（％）１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００前 年 同

月比（％）億円前 年 同
月比（％）百万円

年月

日経
平均
株価

円相場
（東京市場）

全国北海道全国北海道

消費者物価指数（総合）コンビニエンス・ストア販売額

�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会資料

△４８．５１５３，５２９△４３．０２，２９４△４９．５３，２８３△５３．０２，００６△４８．７７，５８３４月
△３７．４３６３，５７３△２８．４４，６７１△２９．１６，７８８△４０．５４，８２０△３２．７１６，２７９３月
△１３．８３４１，０３４△１．１３，６９７△１０．０４，３１５△２４．０３，１７４△１２．０１１，１８６２月
△１９．０２５９，０７９△８．８２，７５３△１１．１３，４８８△３０．１２，３３４△１６．６８，５７５２３年 １月
△２５．５２３９，６５６△９．７２，３５０△２６．８２，８４３△３１．８２，３７８△２４．１７，５７１１２月
△２９．８２５８，７３２△２３．９２，６４４△２６．５３，８４１△２０．７３，０５０△２４．０９，５３５１１月
△２５．９２５１，４９３△１０．５３，１３１△２８．２３，５９０△２９．５２，７７０△２３．６９，４９１１０月
△３．２４００，６６３６．５４，５０３△１４．４５，２８０２．６５，１３１△３．１１４，９１４９月
４０．１３６９，２１０１４．３３，６３０５１．５５，８７２４５．１４，１７４３７．７１３，６７６８月
１２．９４２０，５９３１１．３４，２１１△０．８８，１６４２１．６５，３９０８．０１７，７６５７月
１８．１３７７，１６２８．６４，２３６６．６６，６５３２６．６５，０５６１２．８１５，９４５６月
２３．０３００，７６０１７．０３，８２６２５．９５，１２７２６．５４，０４９２３．３１３，００２５月
２６．４２９８，３１１１１．９４，０２８２４．３６，５０１５７．８４，２６６２８．３１４，７９５２２年 ４月
△２５．６９６３，６８６△１６．３１１，１２１△２０．３１４，５９１△３３．９１０，３２８△２３．６３６，０４０２３年１～３月
△２７．２７４９，８８１△１５．１８，１２５△２７．２１０，２７４△２７．２８，１９８△２３．９２６，５９７１０～１２月
４．６１，０９８，５１５１０．３１２，３４４５．７１９，３１６１９．４１４，６９５１１．０４６，３５５７～９月
２２．０９７６，２３３１２．２１２，０９０１７．６１８，２８１３５．１１３，３７１２０．８４３，７４２４～６月
２４．１１，２９５，６８８△２．１１３，２８０１６．３１８，２９９６５．６１５，６１４２１．９４７，１９３２２年１～３月
△９．３３，７８８，３１５△２．５４３，６８０△５．７６２，４６２△５．１４６，５９２△４．６１５２，７３４２２年度
６．８４，１７５，４５７△５．６４４，８１５４．３６６，２２３２５．４４９，０７８６．７１６０，１１６２１年度

△１１．０３，９０８，８８０△３．４４７，４８８△１１．３６３，４９０△１９．２３９，１４５△１１．２１５０，１２３２０年度
△３．７４，３９０，３４４△１０．８４９，１５２△７．５７１，５５７１０．６４８，４４０△４．１１６９，１４９１９年度

前年同月比（％）台前年同月比（％）台前年同月比（％）台前年同月比（％）台前年同月比（％）台

年月
普・小・軽・計軽乗用車小型車普通車合計
全国北海道

乗用車新車登録台数

主要経済指標（２）

― １８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年７月号
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■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

内閣府北海道建設業信用保証�国土交通省資料

－－△１１．２１１，７９７△１４．４１１８，１６１０．３６６８５．１２，６７６４月
６．８１１，８２５△３．５１２，９４２２５．０１２８，２１２△２．４６３４△９．４２，１６０３月
７．６６，９２２４．２６，０３４△１０．５１６，９１３１０．１６２３３０．８１，７９７２月
５．９６，０１９△９．９５，２１８８９．４１７，９５５２．７６６７６１．２１，９５０２３年 １月

△１．６７，７７１△１８．１７，０９０１４．７３４，９９７７．５７４５△５．２２，４００１２月
１１．６６，４４２△６．３７，９１２△２２．７３９，３９４６．８７２８△１５．０２，６１３１１月
７．０６，３５８△１８．１１０，３６７△３９．８５５，５０６６．４７１４６．８２，７８７１０月
４．２９，４５９△１８．８１１，６２０△３０．０６９，５８５１７．７７２０７．８２，５０７９月
２４．１７，０７３△８．４９，２１６△２３．３７３，８３１２０．５７２０２１．１２，９４１８月
１５．９６，８４４△８．８１１，４１０△１２．０１０６，２３０４．３６８８２３．６２，８２５７月
△２．２８，２７０△５．８１０，３３８△２３．６７８，６４８０．６６８７３．２２，９８０６月
４．３６，３８９△５．９７，４０２△９．６６０，１２５△４．６５９９１４．３２，４１５５月
９．４６，８８０△０．１１３，２７８△６．２１３８，０４４０．６６６６６．５２，５４７２２年 ４月
６．８２４，７６５△３．２２４，１９４２４．５１６３，０８０３．２１，９２４１８．９５，９０７２３年１～３月
４．９２０，５７１△１４．８２５，３６９△２５．２１２９，８９７６．９２，１８７△５．１７，８００１０～１２月
１３．０２３，３７６△１２．６３２，２４６△２１．１２４９，６４６１３．８２，１２８１７．５８，２７３７～９月
３．３２１，５３９△３．５３１，０１８△１２．６２７６，８１７△１．１１，９５２７．４７，９４２４～６月

△１．８２３，１８０△１１．８２４，９９２△６．７１３０，９５１△６．６１，８６５２０．９４，９６８２２年１～３月
７．０９０，２５１△８．８１１２，８２７△１２．６８１９，４４０５．６８，１９０８．４２９，９２２２２年度

△２０．６８４，３３７４．９１２３，７７６９．３９３７，６６５△２５．４７，７５３△２３．４２７，６１６２１年度
△１４．１１０６，１６８０．１１１７，９５１△２．９８５８，０８２０．３１０，３９２△１５．０３６，０５０２０年度
△３．０１２３，６４０△４．１１１７，８１８△８．１８８３，６４４△１９．４１０，３５６△１５．１４２，３９７１９年度

前 年 同
月比（％）億 円前 年 同

月比（％）億円前 年 同
月比（％）百万円前 年 同

月比（％）百 戸前 年 同
月比（％）戸

年月 全国全国北海道全国北海道

機械受注実績公共工事請負金額新設住宅着工戸数

■北海道の年度は暦年
値。

■年度および四半期の
数値は月平均値。

�東京商工リサーチ総務省厚生労働省
北海道労働局北海道観光振興機構資料

△６．７１，０７６１５．６５２４．９－０．５２０．４０△２５．３５６２４月
△９．９１，１８３２５．０４５４．９↓０．６００．４４△２７．６６６０３月
△９．４９８７１７．１４１４．６５．３０．６１０．４４△１．４８１０２月
△２．０１，０４１２．６３９４．７↑０．５９０．４２△１．１７８２２３年 １月
△２．９１，１０２△４．８４０４．６↓０．５６０．４２△３．０８１２１２月
△６．２１，０６１５．７３７４．８５．１０．５５０．４４△４．７８０８１１月
△９．９１，１３６△２３．１３０５．０↑０．５４０．４５△０．３１，００５１０月
△４．５１，１０２４６．２３８５．１↓０．５２０．４３△６．１１，１５２９月
△１４．２１，０６４△２０．９３４５．１５．００．４９０．４１△０．５１，３１６８月
△２３．０１，０６６０．０３９５．０↑０．４５０．３８０．８１，１３８７月
△１９．２１，１４８△４０．０３３５．２↓０．４３０．３７０．４１，０１１６月
△１５．１１，０２１△２２．２３５５．２５．５０．４１０．３５０．８９２５５月
△１３．１１，１５４△１９．６４５５．４↑０．４２０．３５４．５７５２２２年 ４月
△７．４３，２１１１４．７１２５４．７５．３０．６００．４３△１０．８２，２５２２３年１～３月
△６．５３，２９９△７．８１０７４．８５．１０．５５０．４４△２．５２，６２５１０～１２月
△１４．５３，２３２２．８１１１５．１５．００．４９０．４１△２．０３，６０６７～９月
△１６．０３，３２３△２７．６１１３５．３５．５０．４２０．３６１．７２，６８８４～６月
△１７．７３，４６７△３７．７１０９５．１５．２０．４６０．３８△０．２２，５２３２２年１～３月
△１１．３１３，０６５△６．７４５６５．０５．２０．５１０．４１△３．２１１，１７１２２年度
△８．８１４，７３２△３４．０４８９５．２５．２０．４２０．３５△５．８１１，５３９２１年度
１２．４１６，１４６２１．５７４１４．１５．００．７４０．４３△４．４１２，２５３２０年度
７．７１４，３６６１１．７６１０３．８５．２０．９７０．５１△２．０１２，８１７１９年度

前 年 同
月比（％）件前 年 同

月比（％）件原数値
倍
原数値

前 年 同
月比（％）千人

年月
％

全国北海道全国北海道全国北海道北海道

企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）完全失業率（常用）来道客数 有効求人倍率

主要経済指標（３）

― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年７月号
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■「p」は速報値、「r」は修正値。

財務省、函館税関資料

８．９p ５６，２１５１９．７p１３３，６１６△１２．４５１，５６６１１．１p ３２，５１１４月
１２．０r ５６，７４９２７．２１２３，１７２△２．３５８，６１２１３．７r ３３，３４１３月
１０．０４９，３８７３２．５r １２２，２３０９．０５５，８９０△２２．０２５，９３８２月
１２．２５４，４９７２１．７１１５，４３１１．４４９，７０３２１．５２６，９７６２３年 １月
１０．７５３，９２４１７．９１１３，５００１２．９６１，１２０３０．６３５，１７３１２月
１４．３５２，８２２１１．９９０，３６８９．１５４，３９８△１３．２２４，２７１１１月
８．９４９，０９９２．６９０，６３０７．８５７，２２５２．１３０，６５５１０月
１０．３５０，６５３８．４１００，７８８１４．３５８，３９６△２３．１２８，６７７９月
１８．４５１，４６０７．０７７，６６６１５．５５２，０９８△２．６２２，１５５８月
１６．１５１，９７３４４．０９８，３７６２３．５５９，８１９△９．２３２，９１９７月
２６．５５１，９６７７１．１９７，１０６２７．７５８，６７２６４．４２９，０１２６月
３３．７４９，９９５４２．５８７，１７３３２．１５３，０８６２１．２２３，８７６５月
２４．５５１，６０５４５．９１１１，６５５４０．４５８，８９７５１．８２９，２６４２２年 ４月
１１．４r １６０，６３３２７．０r ３６０，８３３２．４１６４，２０５１．７r ８６，２５５２３年１～３月
１１．３１５５，８４５１１．０２９４，４９８１０．０１７２，７４３６．１９０，０９９１０～１２月
１４．９１５４，０８６１８．３２７６，８３０１７．８１７０，３１３△１３．０８３，７５１７～９月
２８．１１５３，５６７５２．２２９５，９３４３３．２１７０，６５６４５．１８２，１５２４～６月
１９．２１４４，１５２２９．８２８３，９４５４３．２１６０，２８５３３．０８４，７９９２２年１～３月
１６．０r ６２４，１３１２５．６r１，２２８，０９５１４．９６７７，９１７６．１r ３４２，２５７２２年度
△２５．２５３８，２０９△３７．０９７７，６６３△１７．１５９０，０７９△１４．５３２２，６４２２１年度
△４．１７１９，１０４１１．９１，５５２，４４９△１６．４７１１，４５６△１．１３７７，１５４２０年度
９．５７４９，５８１９．８１，３８７，５９２９．９８５１，１３４１７．５３８１，４４７１９年度

前年同月
比（％）億円前年同月

比（％）百万円前年同月
比（％）億円前年同月

比（％）百万円

年月 全国北海道全国北海道
輸入輸出

通関実績

日本銀行資料

△０．２４，０９５，７２８０．５９２，９３６３．０５，９５２，４４４２．４１３７，８２０４月
△０．６４，１３７，９１１０．３９２，９８６３．０５，９７２，６６５２．３１３８，０１４３月
△１．８４，０６４，４６７△０．３９１，７０１２．２５，８０６，２０８０．９１３４，３７５２月
△１．８４，０６４，８５７△０．５９１，５６５１．８５，７６２，０２１１．２１３３，９９３２３年 １月
△１．８４，０９３，０６６△０．１９２，１６５１．７５，７６７，０７８１．６１３６，０２２１２月
△１．８４，０６０，２７２△０．２９１，１２３１．９５，７５８，６３５１．９１３４，５５１１１月
△１．９４，０６７，７０６０．２９１，４５８２．４５，７３０，２４５１．４１３３，７４１１０月
△１．５４，１０４，３５２０．５９１，６０１２．４５，７７５，２２９２．１１３４，１４５９月
△１．７４，０６７，４７１０．３９０，４２４２．３５，７４０，８６８２．１１３３，９５７８月
△１．６４，０８５，７５２０．４９０，４６１１．９５，７３５，４３７２．５１３４，００１７月
△１．６４，０９４，４２９０．３９０，２２５２．０５，７９９，５８０１．８１３４，９１１６月
△１．９４，０８９，１５９０．３９１，２９５３．０５，７９７，７７８２．６１３４，５２２５月
△１．８４，１０４，３１２１．２９２，４３６２．４５，７７６，５２７２．６１３４，５８７２２年 ４月
△０．６４，１３７，９１１０．３９２，９８６３．０５，９７２，６６５２．３１３８，０１４２３年１～３月
△１．８４，０９３，０６６△０．１９２，１６５１．７５，７６７，０７８１．６１３６，０２２１０～１２月
△１．５４，１０４，３５２０．５９１，６０１２．４５，７７５，２２９２．１１３４，１４５７～９月
△１．６４，０９４，４２９０．３９０，２２５２．０５，７９９，５８０１．８１３４，９１１４～６月
△１．４４，１６１，６９７１．９９２，７４６２．６５，７９６，０７８３．９１３４，９７０２２年１～３月
△０．６４，１３７，９１１０．３９２，９８６３．０５，９７２，６６５２．３１３８，０１４２２年度
△１．４４，１６１，６９７１．９９２，７４６２．６５，７９６，０７８３．９１３４，９７０２１年度
４．３４，２２２，５９３２．３９１，０５６２．６５，６４７，０１９２．０１２９，９５１２０年度
１．４４，０４８，８９４０．８８８，９６６２．７５，５０２，１３７１．５１２７，３４２１９年度

前年同月
比（％）億円前年同月

比（％）億円前年同月
比（％）億円前年同月

比（％）億円

年月 全国北海道全国北海道
貸出預金

預貸金（国内銀行）

主要経済指標（４）

― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年７月号
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●道内経済の動き 

●食クラスター活動について（その２） 

●道内たらこ業界について 
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